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研究成果の概要（和文）：本研究では、以下の二つの点を明らかにすることを目的とした。第一に、被災地にお
ける社会関係資本の形成・減退が起こるメカニズムを明らかにすることである。第二に、被災地コミュニティの
社会規範が災害復興にもたらす影響を明らかにすることである。これらの研究目的を達成するため、本研究で
は、バングラデシュのサイクロン被災者および福島県の原発事故避難者から収集された二種類の家計レベルデー
タを用いた。このデータから、被災地において治安の悪化や信頼関係の上昇が起こる経済メカニズムを明らかに
した他、被災程度の軽減・災害復興における社会関係資本の役割を示した。

研究成果の概要（英文）：The goal of this research project is to uncover the following two issues: 
the socio-economic mechanisms to build or break down social capital in disaster-affected 
communities, and the roles of social norms in the post-disaster rehabilitation. Using the unique 
survey datasets collected in the cyclone-affected communities in Bangladesh and temporary housings 
for the forced evacuees from the power plant accident in Fukushima, the following findings are 
obtained; first, the socio-economic mechanism of increases in social trust and increases in crimes 
in the affected communities, and second, the roles of social norms/capital in mitigating the death 
toll and encouraging individuals to restart work.
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１．研究開始当初の背景 
近年、大規模自然災害が世界で頻発傾向

にある。また世界の経済発展とともに、災

害による経済被害も深刻化している。これ

を受けて、世界的に効率的・効果的な災害

復興支援政策の重要性が一層高まっている。

これに対し一部の研究では、被災地のよう

に市場が十分に機能しない環境において、

人々の社会規範や信頼関係といった社会関

係資本が、相互扶助や共同作業の効率性を

改善させることを示している。 

 しかし、自然災害と社会関係資本との関

係について、少なくとも以下の二点の論点

が既存研究では欠落している。第一に、社

会関係資本の経済・社会への影響を分析し

た研究は多いが、一方で被災地における社

会関係資本の形成を促す手段は明らかにな

っていない。とりわけ、過去の災害事例を

見ると、類似した被災状況であっても、社

会関係資本が悪化する事例（暴動の発生）

も、改善する事例（相互扶助意識の上昇）

も存在するが、既存研究ではこのような二

極化を十分に説明することはできない。第

二に、近年では規範的・利他的動機に基づ

いた企業活動であるソーシャルビジネスへ

の注目が高まっている。しかし、ソーシャ

ルビジネスの復興支援における役割はいま

だ明らかにされていない。 
 
２．研究の目的 
 上記二つの課題をふまえ、本研究では以

下の二つの点を明らかにすることを目的と

する。第一に、被災地における社会関係資

本の形成・減退が起こるメカニズムを明ら

かにすることである。第二に、被災地コミ

ュニティの社会規範やソーシャルビジネス

が災害復興にもたらす影響を明らかにする

ことである。これにより、既存研究では着

目されなかった視点から、より望ましい復

興支援政策を提案することが可能となる。

上記の研究目的を達成するためには、個

人・企業の規範的行動を理論的に定式化し、

それを精緻な統計手法によって分析するこ

とが必要である。そこで本研究では、行動

経済学、経済実験、ミクロ計量経済学の手

法を用いる。 
 
３．研究の方法 
 本研究では上記二点の研究目的を達成す

るため、二種類の家計レベルデータを用い

た。第一のデータは、2009年に大規模サイ

クロンの被害を受けたバングラデシュのシ

ャッキラ県で 2010年、2011年に収集した

独自世帯調査および経済実験データである。

2010 年 12 月に行った世帯調査では、シ

ャッキラ県で無作為に抽出された 24 ヶ村

432 家計が調査対象となり、427世帯から

データを回収した。その後 2011 年 8 月に

行った経済実験では、世帯調査対象地域の

うち 16 ヶ村を対象とし、個人間の信頼関

係などの社会関係資本を数値化した。 

第二のデータは福島第一原発事故避難者

が避難する福島県いわき市の仮設住宅で

2013 年 9 月に実施した世帯調査データで

ある。17ヶ所の仮設住宅で無作為に抽出し

た５６９世帯が調査対象であり、世帯主の

社会的孤立状況、性格などを数値化した。 
 
４．研究成果 

 第一プロジェクトの研究目的である「被

災地における社会関係資本の形成・減退が

起こるメカニズム」を明らかにするため、

バングラデシュで収集した前述のデータを

用いて 2 本の単著論文を執筆した。まず

「Incentive for Risk Sharing and Trust 

Formation: Experimental and Survey 

Evidence from Bangladesh」は、同じ村に

住む二者間での相互扶助インセンティブの

強さが、その二者間の信頼関係を高めるの

か？という問いに答えるものである。この

論文では経済実験によって数値化された二

者間の信頼関係の強さを、両者の相互扶助



インセンティブで回帰した。二者間の関係

性の分析であるため Dyadic regressionを

用いた点、そして経済実験を用いた点が手

法上の特色である。この分析から、災害時

の相互扶助インセンティブの強さ、そして

相互扶助行為の経験が両者の信頼を構築す

ることを示した。 

また「Religious Fractionalisation and 

Crimes in Disaster-Affected 

Communities: Survey Evidence from 

Bangladesh」では、災害発生後に治安が悪

化するコミュニティの要因を明らかにする

ことを目的とした。中でもこの論文では、

コミュニティ内の宗教の混在を一つの要因

となっているという仮説を立て、その検証

を行った。一連の実証分析から、複数宗教

が混在したコミュニティでは被災時に治安

が悪化しやすい傾向があること、またこの

治安悪化は、そのようなコミュニティにお

いて被災者支援政策が非効率であることに

起因していることが明らかになった。これ

ら両論文は、国内外の学会報告を行い、既

に英文学術雑誌へ投稿済みである。 

 第二プロジェクトである「被災地コミュ

ニティの社会規範やソーシャルビジネスが

災害復興にもたらす影響」では、前述の両

データを用いて合計 3本の論文を執筆した。

バングラデシュのデータによる研究では、

「Challenges for Reducing the Number 

of Disaster Victims in Bangladesh（村田

旭との共著）」を執筆した。この研究ではサ

イクロン発生時の人的被害を軽減する上で

重要とされているシェルターへの避難の決

定要因を分析し、社会関係資本が高い家計

ほどサイクロン被災時にシェルターへ避難

したことが明らかになった。この研究成果

は 2017 年 度 内 に 出 版 予 定 の 書 籍

「Economic and Social Development of 

Bangladesh-Miracle and Challenges」に

掲載が決定している。 

他方、福島県で収集したデータでは 2本

の論文を執筆した。「応急仮設住宅における

社会的孤立―福島県の事例―（赤池孝行と

の共著）」では、仮設住宅避難者が直面した

社会的孤立の状況の推移を分析した。その

結果、孤立者には、若者や内向的個人、利

己的個人のように入居時から継続してネッ

トワーク規模が小さい避難者と、男性や無

職者のように入居時のネットワーク規模は

平均的であったものの、その後のネットワ

ーク形成が停滞した避難者の 2 タイプが

存在したことが明らかになった。いわき市

の仮設住宅では多くの NPO が社会的孤立

回避を目的とした活動を行っている。した

がって、孤立状態の推移や孤立者の特性を

示すことは NPO の活動を促す上でも重要

であろう。 

また「 Peer Effects in Employment 

Status: Evidence from Housing Lotteries 

for the Forced Evacuees in Fukushima

（近藤絢子との共著）」では、失業した避難

者が再就業する確率に対して、仮設住宅内

の近隣に入居した避難者の就業状況が有意

に影響するという近隣効果の存在を発見し

た。これら両論文も既に学術雑誌に投稿済

みである。 
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